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【目的】
全国の保健所の対策の状況について基礎資料として記録する。

【方法】
全国の保健所の対策の状況について、全国保健所長会の協力のもとにメールによるアンケート調査を行い記録する。

【結果】
（１）アンケート調査の素案を8月 3日から8月 10日まで全国保健所長会のウェブサイトに掲載し、意見募集を行った。その結果「保健所長が回答すべき調査項目数が多過ぎる」との意見があったことから、総項目数を減らした。
（２）8月 14日 にメールにより、全国の保健所長あてに、アンケート調査を発送した。うち、「調査1 保健所長用」の回答は、できるだけ保健所長自身が記載または確認するようお願いし、「調査２ 保健所担当者用」の回答は、保健所の担当者が所長とご相談の上ご記載すればよいこととするとともに、事例等に関係する資料の提出を求めた。なお正確な数が不明の場合は、概数による回答でよいこととした。
（３）回答率を上げるためにメールにより二回催促を行い、最終的に９月末に締め切った。回答率は、無記名のものを含めて約６６％であった

【結果】
　医師、保健師の人数は、６割以上の保健所で「十分でなかった」または「どちらかといえば対応に十分な人数でなかった」。             

　市町村および医師会に対する助言、情報提供、打ち合わせなどを、ほとんどの保健所で行った。　地域医師会との連携は、８割以上の保健所で「うまくできた」または「どちらかというとうまくできた」。

対応に必要な情報の取得は、約７割の保健所で「十分だった」または「どちらかといえば十分だった」。最も有用だったサイトは、７割以上が国・厚生労働省と国立感染症研究所、２割台が、マスコミ報道、都道府県本庁、ＣＤＣ、全国保健所長会だった。

健康監視の対象実人員は平均約１９０人である。検疫との連携は、７割以上の保健所で「うまくいった」または「どちらかというとうまくいった」。監視対象者への連絡・健康観察においての問題やトラブルは、７割以上の保健所で「なかった」または「どちらかというとなかった」。

発熱相談の平均相談件数は平均で、５月まで約１０００件、６月まで約５２０件、７月は約２３０件であった。休日は７割以上の保健所で所に出勤して対応し、８割以上の保健所で夜間も含め毎日対応した。

発熱外来の設置数は、約７割の保健所で１か所－３か所であった。設置のための管内の医療関係者への協議や要請は、８割以上の保健所で行った。 
入院医療で入院勧告に基づき入院させることが可能な病院は、約６割の保健所が１－２病院であった。入院措置に対応する入院医療機関の確保のため、約８割の保健所は管内の病院への協議や要請を行った。

　積極的疫学調査を行った濃厚接触者数は、７月末までに平均約９０人であった。 
【考察】　検討中  
